2009年８月１３日

自治労中央本部

（政治政策局）

　民主党マニフェストに対する自治労の評価について
民主党は7月27日、第45回衆議院議員選挙（8月18日公示・同30日投開票）に向けた政権政策集（マニフェスト）を発表した。マニフェストは、政権交代後に民主党が取り組む政策課題を重点的に記載しており、5原則・5策から成り立ち、政策実施の工程表と実施にかかる財源を示したほか、政策の各論では、①ムダ使い　②子育て・教育　③年金・医療　④地域主権　⑤雇用・経済　⑥消費者・人権　⑦外交　にわけ、55項目の政策を提起している。
また、同時に発表した「民主党政策集INDEX2009」（マニフェストともども民主党のHPから閲覧可能）には、21の分野別に350項目に上る政策が示されている。
この中では、「中央集権から地域主権国家へ」と唱えているように、「ひもつき補助金の廃止」による一括交付金制度への転換や地方分権の推進を強く打ち出すとともに、従来記載されていた全国300自治体をめざすという表現が消え、基礎自治体を中心とした考えに立ち、国主導による市町村合併の方向性は取らないとしている。

また、社会保障費2200億円削減方針の撤廃と地域医療に対する支援方針を打ち出したほか、日本年金機構の凍結や独立行政法人の見直しなどが盛り込まれている。

　
自治労は昨年秋以降、今日までマニフェスト作成にあたっての自治労の考え方を民主党に伝えてきたが、その要旨は以下の通りである。

１、多様な自治体の存在を尊重し、地域主権、分権・自治の視点で自治行政システムのあり方を決定すべきであり、市町村合併は自治体と住民の判断によって行うべきである。
２、公共事業の補助金は廃止、ただし社会保障・教育等のセーフティーネットに要する財源は確保されるべきである。算定に当たって、国と地方との協議機関を設置すること。
３、権限・財源の本格的移譲が必要であるが、税源偏在を解消するための財源保障・財政調整の機能を堅持すること。

４、市民のセーフティーネットとしての公共サービスの機能を重視し、質の高い公共サービスが追求できる施策を充実させること。
５、特に、「骨太の方針」等により危機に瀕した公立病院存続や医師不足問題などの医療、介護、福祉等々の社会保障分野において、効率性重視の視点からの脱却をはかること。
６、民主的な公務員制度改革の実現と、公務員に対する労働基本権回復をはかること。
これに対して、今回民主党が発表したマニフェスト・政策集は、
1 基礎自治体を中心に据えた、地域主権、分権・自治の考え方に立っている

2 一括交付金の配分に当たって、義務教育・社会保障等の必要な財源を確保するとしている

3 年金・医療等の社会保障制度重視の視点に立ち、質の高いサービスをめざしている
4 公務員に対する労働基本権回復を明記している
など、概ね自治労が主張してきた考え方と合致しているものと評価できる。
ただ、補助金廃止と一括交付金制度の切り替えにあたって、地方との協議機関の設置、自由度の範囲、算定方法、現行の交付税制度との兼ね合いなど、実施段階における制度設計に際しては多角的な議論が必要と考えられるほか、「地域主権」の考えに基づく国税・地方の税配分の考え方や、地方への財源対策については不明な部分もあることなど、それぞれの実施段階においては十分な議論が必要でもある。

一方、国家公務員人件費を総額２割削減としているが、国と地方の役割見直しと分権推進等を前提としている考え方は、従来から変わっておらず、地方分権推進や中央省庁機能・役割の見直しによって必然的なことと受け止めるべきと考える。　　

